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１．財務情報電子化(XBRL)の浸透とＮＴＴデータの実績１．財務情報電子化(XBRL)の浸透とＮＴＴデータの実績
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電子化の次のステップとして、①情報の副次的利用、②情報の高度利用、
の２つの観点から進めてまいります。

Ｃ

２．財務情報電子化の次のステップ２．財務情報電子化の次のステップ

Ｂ

Ａ

Ⅰ．現在の電子化
情報の出し手と受け手の間の効率化がメイン
情報作成の手間はあまり変わらない

Ａ

Ⅱ．今後の電子化
電子化された情報の副次的利用の促進
情報作成の手間を効率化

Ⅱ．今後の電子化
電子化された情報の副次的利用の促進
情報作成の手間を効率化
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Ⅰ．現在の電子化
同じような情報でも異なる形式の情報それぞれ
に対し、個別に対応を行っている

Ⅱ．今後の電子化
出し手の異なる形式の情報を、あたかも同じ
情報のように取り扱い、情報の高度利用が可能

Ⅱ．今後の電子化
出し手の異なる形式の情報を、あたかも同じ
情報のように取り扱い、情報の高度利用が可能
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３．財務情報電子化の将来像～ＮＴＴデータが目指すもの３．財務情報電子化の将来像～ＮＴＴデータが目指すもの

ＮＴＴデータは、財務情報の電子化において、情報の出し手・受け手が安心・
便利に利用できる仕組みを構築し、情報流通のサポートを行ってまいります。
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情報流通センター

用途に応じたデータ変換
情報の原本性保証
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４．事例 ① 国税電子申告データの活用～情報の副次的利用４．事例 ① 国税電子申告データの活用～情報の副次的利用

税務申告用に作成したデータを、金融機関への融資申込にも利用。
情報作成者にとっては、データ作成の手間が削減され、効率化が可能。
また、情報利用者にとっては、事務の効率化（書類の入力時間短縮）と
正確性（入力ミス削減）の向上が可能。
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４．事例 ① 国税電子申告データの活用～情報の副次的利用４．事例 ① 国税電子申告データの活用～情報の副次的利用

既存財務登録システムにて受入可能なデータ形式への変換機能を開発。
ＸＢＲＬ形式で作成されている国税電子申告データを、容易に利用可能です。
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４．事例 ② 投信目論見書情報の電子化～情報の高度利用４．事例 ② 投信目論見書情報の電子化～情報の高度利用

投信目論見書をXBRL化することにより、形式・見出しが異なる文書データ
でも、横並びでの比較が可能。数字データは、自由にグラフ化可能。
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